
 

    「第２次北海道食品ロス削減推進計画」の骨子案と取組の視点について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元年法律第 19 号）第 12 条に規定されている都道府県が策定する「北海道食品ロス削減推進計画」について、「食品ロスの削減の推進に関する基本的

な方針」（令和２年３月閣議決定、令和７年３月変更）、「北海道食品ロス削減推進条例」（令和７年３月制定）を踏まえ、計画の改定を行う。 

 

 

 

・日本では、食料の多くを海外からの輸入に頼っている一方で、本来食べられるにもかかわらず廃 

棄されている食品ロスが令和５年度(2023年度)の推計で468万トン発生 

・「持続可能な開発のための2030アジェンダ」（2015.9国連決議）において、2030年までに小売・ 

消費レベルにおける世界全体の一人あたりの食料の廃棄の半減を目標として設定 

・食品ロスに関する意識は高っているものの、食品製造や消費等の各段階で依然として食品ロスが 

発生 

〔国の取組〕 

・食品ロス削減の推進に関する法律の制定・施行(R1.10施行) 

・食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（R2.3閣議決定、R7.3変更） 

〔道の取組〕 

  ・平成28年度から「どさんこ愛食食べきり運動」を企業、団体、消費者などと連携して推進 

・第５次北海道食育推進計画(R6.3策定)において、食品ロス削減の取組を重点事項の一つとして明示 

  ・北海道食品ロス削減推進条例において（R7.3制定）、様々な道民等が一体となって道民運動として 

食品ロス削減を推進することを規定 

 

 

・食品ロス削減は、ＳＤＧｓなどの達成や食料安全保障にもつながる重要な取組であり、今後とも、 

推進を図ることが必要 

・食品ロス削減に当たっては、家庭や事業者など各主体がそれぞれの立場で主体的に取組を行うこと 

が必要 

・様々な道民等が一体となった理解と行動が重要であり、多様な主体が連携して、道民運動として推進 

することが必要 

  

〔主な指標〕 

・北海道の食品ロス発生量                      （単位：万トン） 

 

 

 

 

 

 

 
区  分   現  状 目  標 

 R4(2022)年度 R12(2030)年度 
食品ロス発生量     ２９    ２６ 
 うち事業系   ２０    １７ 
 うち家庭系     ９     ９ 

 
・食品ロスを減らすために何らかの行動をしている道民の割合（単位：％） 

区  分   現  状 目  標 
 R6(2024)年度 R10(2028)年度 
家庭で実施     ７８ ８０ 
外食で実施   ７１ ８０ 

 

 

Ⅰ 食品ロスを発生させない取組の推進 

     ➣ 家庭における食品ロスの取組の推進 

・家庭     ・賞味期限や消費期限への理解、サプライチェーンの理解促進 

・学校  ➣ 学校や消費者団体等と連携した取組    

         ・学校や消費者団体などへの食育に関する取組連携した普及啓発の推進  

  ➣ 食関連事業者等への意識醸成 

   ・販売方法、商習慣の見直しなどに向けた取組の推進  

 

Ⅱ 未利用食品等を有効活用する取組の推進  

➣ 未利用食品の提供など有効活用に向けた取組の推進 

  ・未利用食品等を有効に活用する団体への提供などの取組の推進 

 ➣ 消費者、食関連事業者等の未利用食品を有効活用することへの理解・取組の 

推進 

  ・セミナー等における活動の事例紹介などフードバンク活動に関する情報発信 

➣ 未利用食品を有効活用する団体等との連携 

 

Ⅲ  食品ロス削減推進体制の整備 

➣ 推進体制の整備 

・庁内関係部局で構成する食品ロス対策部会を中心に取組を推進 

➣ 食品関連事業者等や関係機関・団体などの連携・協働 

  ・市町村や食品関連事業等、関係機関・団体など関係者と協議の場や 

「どさんこ愛食食べきり協力店制度」などにおいて連携・協働 

 

計画の骨子（基本方針）
 
 
 
・国、地方公共団体、事業者の責務、消費者の役割、関係者 

相互の連携協力 

・食品廃棄物の発生抑制等に関する施策の実施に当たっては、 

この法律の趣旨、内容を踏まえ食品ロスの削減を適切に推進 

・政府は基本方針を策定、都道府県、市町村は基本方針を踏ま 

え、食品ロス削減推進計画を策定 

食品ロスの現状と課題食品ロスの削減の推進に関する法律

国･地方公共団体･事業者･消費者等の多様な主体が 

連携し、国民運動として食品ロスの削減を推進 

推進計画の策定の趣旨

 

Ⅰ 食品ロスの削減の推進の意義及び基本的な方向 

 １食品ロスを取り巻く現状と削減推進の意義 

 ２我が国の食品ロスの現状 

３基本的な方向 

  国民各層がこの問題を「他人事」ではなく「我が事」とし

て捉え、「理解」するだけにとどまらず「行動」に移すこと

が必要 

Ⅱ 食品ロスの削減の推進の内容に関する事項 

Ⅲ その他食品ロスの削減の推進に関する重要事項 

 １ 地方公共団体が策定する食品ロス削減推進計画 

 ２ 関連する施策との連携 

 ３ 食品ロスの削減目標等 

 ４ 実施状況の点検と基本方針の見直し 

食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針

 

➣ 子どもから大人まであらゆる世代への問いかけ 

  ～各世代の課題に応じた幅広い世代へのアプローチにより主体的な取組を推進 

➣ 家庭と事業者双方への問いかけ 

  ～外食産業（飲食店・宿泊業）への「食べきりキャンペーン活動」など 

における消費者・事業者双方へのアプローチにより主体的な取組を推進 

➣ 学校や食関連事業者等（小売業・飲食店・宿泊業など）などと連携 

  ～「食品ロス削減週間・月間」における普及啓発や学校への出前講座 

などにおいて連携し主体的な取組を推進 

取組の視点

 
 

 

・食品ロス削減推進計画の策定、目標の設定 

・施策の基本事項を示すとともに、食品関連事業者や消費者等 

の役割を明記 

・10月24日～30日までを道独自の取組として「食品ロス削減 

週間」と設定 

北海道食品ロス削減推進条例 

様々な道民等が一体となった理解と行動が 

重要であり、道民運動として推進 

Zennbunn 

現状 

課題 

未然防止 

事後対応 

体制整備 
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